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通信手段の高度化と国民生活の変化
一一INS実験を手がかりとして一一
はじめに
わが国では経済の高度成長期に，電話を始めと
する通信手段が急速に普及した。情報流の量は経
済成長とともに増大するが，成長による通信技術
の蓄積が進行し一定段階に達すると，経済活動の
継続的拡大のためには，既存の情報 ・通信体系の
変革が必要となる。高度成長期はこうした諸変化
が急激になされた時期である。1970年代後半以降，
経済は低成長へと推移し，やがて第3次産業，と
りわけサービス業の増大が顕著になってきた。製
造業においては電子機器の生産が拡大した。パー
ソナルコンビューターの相対価格の低下が進んで、
普及し始め，大型コンビューターとのネットワー
ク化が可能となり，他方では企業を対象とした情
報サービス業の急速な増大がなされてきた。さら
に通産省のテクノポリス，郵政省のテレトピア構
想が打ち出され，企業サイドでは研究開発機能の
重視とオフィスオートメーション化とが進行しつ
つある。こうした状況のもとで近い将来に「高度
情報化社会」が実現するとの予想がなされ，その
社会構成についてさまざまの論議が行なわれてい
る。高度情報化社会という言葉が一般的に使用さ
れるようになった大きなきっかけは，電電公社の
INS (Information Network System）実験の企
画と開始であるが，言葉のさし示す意味内容は必
ずしも明確で、はない。そこでここでは，通信手段
の多様化，情報流通のネットワーク化，付加価値
通信等の増加がなされ，社会の大多数の人々がそ
のための機器を利用するようになった状態をさす
ことにしよう。
小論の目的は，現在行なわれている INS実験の
実態をややくわしく観察することを通して高度情
報化社会の態様を検討し，わが国の地域的構成を
大都市圏一一地方都市圏一一町村地域に区分して
とらえられた場合のその現象形態について若干考
察することである。考察の主な対象は企業ではな
生田真人
〈，企業に就労することによって生活の糧を得て
いる勤労者とその世帯の消費生活についてであ
る。しかし，消費生活はその時代の産業活動のあ
りように決定的に影響されるとの認識から，産業
活動の構成単位としての企業に関する検討も行う
ことにする。現在逐行されている INS実験は国民
経済のレベルからみるときわめて小規模であり，
実験対象地域も東京大都市圏の中心部のやや外側
で，内陸工業化と住宅地化の進展した特殊な地域
である。たが，この実験を注意深〈観察すること
によって，高度情報化社会のイメージを具体的に
想定できるのではないかと恩われる。
I 通信手段の発達と INS実験の開始
1 通信手段の発達
戦後わが国の通信諸手段の発達に政府の果した
役割はきわめて大きい。第I表に示されているよ
うに， 1956年から 5年聞の経済自立五ヶ年計画で‘
電話の増設，主要都市聞の即時通話化が計画され
て以来，各種の計画が立案され，資本が投下され
てきた。計画の全体的な流れを概観すると，通信
の高速化，通信情報量の増大化，多様な通信手段
の確保を目ざしてきたことが分る。 1967年からの
経済社会発展計画ではデータ通信の推進が盛り込
まれ，1972年にはデータ通信などのために公衆電
話回線が一般に開放された。 1968年には郵便番号
制度が発足し，郵便局内作業の機械化が可能と
なった。1970年代に入ると，電話料金の合理化，
災害時における電気通信手段の確保といった施策
が行なわれてきた。電話料金体系の合理化にとも
なう通話料金の実質的値下げは，その利用頻度と
通話量を増大させることになった。
以上のような諸施策の実施にともない，電話を
始めとする各種通信手段の普及がなきれてきた。
電話の集中的な普及期は1960年代後半から70年代
前半にかけてであり，国民の消費生活においては
家電製品でも必需的な耐久財の普及が一段落して
???
第 1表 国の経済・国土総合開発計画における通信関連事項
経済計画 年 国土総合開発計画
名 手本 通信関連事項 度名 称 通信関連事項
郵便郵便物数の増加
経済自立 に対応した人員，設 31 
五ヶ年計 備，資材の措置
函 電気通信 ①ー電話の増
（昭和31
～35 ）②主設要都市聞の即時過 32 
話化
新長期経 電気通信 ①ー加入者数 33 
済計画 の増加と自動電話化
（昭和33)
の促進 34 
-37 ②主要都市相互聞の即
時通話化 35 
郵便①局内外施設の
機械化 36 
凶民所得②集配施設の機動化
1古均計画 電気通信 ①加入電話
（昭和初）
需給均衡の早期実現 37 
～45 ②自動化，即時化を含＇－ーめた能率化，近代化
の促進 38全国総合
③自己資本のt,1:充努力 開発計画 電気通信電話の自動
中llHti丙郵便郵便物処理の迅 39 （昭和37)
化，通信の即時化
速化 ～45 計画 L一
("1Jf日39)
電気通信・ー ・①電話の薪 40 
～43 給不均衡の改善
②設備の近代化 41 
郵便0・①局内作業の機
械化
②郵便物の規格化
42 
経1肖社会 電気通信・・・①加入電話
発展計画 の需給パランスの改
("el和必） 普 43 -46 ②電話の自動化，市外
電話の即時化
③④ データ通信の推進 電気通信 ①任意地白
合理的料金体係の碓 44 聞の情報伝達が常時
-sI. 即時に可能な電話ネ
電気通信 ①電話普及 新全国総 ットワークの笠備
の促進 45 ②データ通信のための
新経消社②デタ通信，画像通
合開発計 全国的幸通信網の高
」ー一画
会発展計 f言等新たなサービス
（叩44)
度化な通
画 の拡充 46 ③多彩な新規サ ビス
（昭和必） ③総合電気通1ti輔の形
の実施
ー50 成
1-- ④通信衛星，世界的海
④合理的料金体系の碓 47 底同軸ケーブJレ制の
三L 完成
自動車などの選択的な消費財の普及が開始される
ようになった時期であった。つまり，電話の急速
な普及期は，消費生活上の質的な転換期でもあっ
たのである。ファクシミリは最初に普及しはじめ
た画像通信手段で，その普及は電話に比べるとや
や遅れ1970年代後半以降である。ファクシミリ通
信の主な利用者は企業であり，近年は大企業ばか
りでな く，中小企業にまで普及してきた。電話と
ファクシミ リとの競合関係に注目すると，各大都
市圏の中心地域とその周辺ないし， 近距離地域間
ではファクシミ リの利用比率は，大都市圏と遠隔
地問よりも低〈，電話による通信が比率上は多い
経済計画 年 国土総合開発計画
名 粉、 通信関連事項 度 名 革本 通信関連事項
郵便・・①局舎設備の整
備 48 
経済社会
②③機輸械設備の導入
送力の拡充 ト一ー
基本計画 電気通信・①住宅用電
（昭和48) 話の一層の普及
49 
～52 ②③加デ入電話の積滞解消ト一一
－？通信，画像通
信の拡充開発 50 
④電話料金の合理化
電気通信一①加入電話
昭日召50年 積滞の全国的規模に 51 
代前期経 おける解消
済計画 ②データ通信，画像通 52 
（昭和51) 信等の開発拡充 ト一ー
～55 ③信頼性の高い全国的 53 
な通信網の形成 郵便， 電話，放送等基
郵便・①局舎施設の改 幹メディアの整備拡充
普盤｛崎 54 及び新たなメディアの
②郵便作業の機械化 開発とネ y トワークの
③輸送方式の近代化 ー 形成
電気通信ー①加入電話 電気通信・①経済活動．
の需給均衡の維持 55 医療，教育，福祉，防
医守済社②データ通信，画像通
災，流通等の分野に
" ケ年 信，移動通信等の施 第三次全 おける通信ネットワ
計画 設の拡充 56 国総合開 ークの拡大
（昭和54)③加入区域の拡大.j也 発計画 ②ファクシミ リ．移動～60 域集団電話の一般加トー一 通信，映像通信等高
入電話への変更等の ～お 度な機能を持つメデ
推進 むね ィアの拡大及びディ
③災害時における電気 57 か年 ジタルデータ綱，通
通信サービス確保の 信衛星等によるネ y
ための諸施策の推進 トワークの形成
⑤電波隊害対策の検討 ③伝送路の多Jレー ト化
電気通信①加入電話 等通信施設の安全性
1980年代 等の需給均衡維持 58 の強化
経済社会②データ通信，画像通 ＠：情報の地域的格差の
の展望と 信，移動通信サービ 是正
ス施般の一層の拡充 59 ⑤国際通信網の整備
③既存通信網のディジト一一
タル化等高度な情報 60 
通信システムの形成
65 
（出所）郵政省（1984) 『昭和59年版通信白書j PP. 34-35 
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ものと恩われる l）。
このよ うな利用形態の差別化は，通信手段の多
様化にと もなって必然的に現われてくる。CATV
（有線テレビジョン放送）は当初，主にテレビ放送
の難視聴を解消するために設置された。しかし，
最近では自主放送や各種の情報サービスの提供を
行なうシステムとしても利用されるようになって
きた。さらに，わが国でも電子郵便サービスが開
始されたが，アメリカやカナダでは1970年代初め
から行なわれており，西欧諸国でも70年代中頃か
ら各国で行なわれてきたものである。近年の画像
通信技術の中で最も注目されているのが，ビデオ
テックスである。その機能は会話形式による文字
図形情報の検索の他に，その双方向性を利用して，
預金の残高照会や商品・切符の注文・予約が可能
である。わが国では郵政省と電電公社が共同して
キャプテンシステムの名称で， 1979年から81年ま
で第 1期の実験を東京23区内で行い，続いて1981
年から84年までの第2期実験後，実用化されるに
いたった。
2 INS実験
INSは高度情報通信システムとも呼ばれてお
り，その特徴は，従来のメタリ ックケーブルに加
えて，光ケーブル，通信衛星を用いることで，大
量の音や画，文字を，各種の端末機器の間で情報
交換しうる点にあろう。 INSという名称は電電公
社がつけたもので，欧米諸国ではビデオテックス
（双方向文字図形情報システム）という一般名称、が
付けられているシステムを包含するものとして構
想されている。わが国でも実用化段階にいたった
キャプテンシステムはこのビデオテックスにヰ目当
する。
INSの実験モデルは三鷹市を中心にして武蔵
野市の一部と霞ヶ関を含む地域に設置されてい
る。公社の説明によればこれらの地域が実験対象
に選定されたのは，①公社最大の研究機関である
武蔵野通信研究所が近くにある，②適当な空地が
あったという 2つの理由からであった。この地域
が選ばれるまでには多少，好余曲折があったもよ
うで，区部の浅草や杉並なども有力候補としてあ
げられていた。公社内部での実験対象地域をめぐ
る論議の結論が出て，公社総裁から三鷹市長宛に
実験参加の要請が伝えられたのは1982年 9月で
あった。それから 2年あまりの準備期間をへて，
1984年9月28日に実験が開始された。この実験は
87年3月まで続けられる 2¥
実験参加要請があった当初の三鷹市の行政サイ
ドは，参加に対してはむしろ消極的な姿勢を示し
たが，市議会の強い要望を受け入れて参加を決定
したという経緯が指摘されている九市議会では
要請のあった同じ月に，公社の営業局長を招いて
議員研修会を開催するなどの迅速で、積極的な対応、
を行った。他方，武蔵野市では，行政サイドが積
極的であった。当市はキャプテン端末を市庁舎に
設置したり，コンビューターを導入し，プライパ
シ一条例を制定するなど情報化に向けては三鷹市
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とは大いに異なった対応を行なってきた。
このような両市役所の情報化，そして INS実験
に対する姿勢の相違は，各々の市内居住者の諸属
性の相違を反映した側面があるように思われる。
武蔵野市は区部における代表的住宅地である杉並
に遠担し，小平，国公寺，国立などの各市ととも
に三多摩地域においては相対的に良好な住宅環境
を有している。それに対して三鷹市は製造業の事
業所が多い。住宅地面積率は武蔵野が約75%であ
り，三鷹は約55%である。居住者の職業をみると，
武蔵野は専門技術管理職の比率が高〈，商業中心
地としての成長が顕著な吉祥寺があるために第3
次産業就業率も高い。そして，各種の調査によれ
ば，市民平均所得は武蔵野の方がかなり高〈示さ
れている。
前述のように，三鷹市役所としてはやや受け身
的な参加であったけれども，積極的に参加しよ う
とする動機が全くなかったわけではない。それは
実験地としての評判を得るほかに，市役所の市内
における地理的位置とそこへの市民のアクセスの
悪さから発生してくる行政サービス上の課題が存
在したことも一部作用しているように思われる。
第1図に示されているように，市役所は市の南端
部に位置し，市民がそこに出かけて行くには不便
である。そこで市役所は市内各所に出張所等を設
けているが，その他に改造パス2台を使用して，
週に 2固定点を巡回し，証明類を発行する業務を
行ってきた。この巡回サービスによる証明等の発
行割合は市全体の50～60%を占めるほどのウエイ
トを持っている。当初の計画ではこの改造ノ〈スに
実験機器を積んで、，証明の即時発行サービスを行
なう予定であった。 しかし，実際には機器が大き
すぎて改造パスには積載できず，この計画は断念
された。
実験シス テームは第 2図のように構成されてお
り，その中枢部分は新規に建設された三鷹電電ビ
ルで、ある。そこを中心に三鷹局と震ヶ関局が光
ファイパーで結ばれ，一部は既存の全国ネット
ワークへもつながっている。この光ファイパーは
実験施設の要である。従来の電話は声の波形を電
流の強弱で伝えるアナログ方式であったが，デジ
タル方式とは声の高低，強弱を Oと1の信号で表
わして送るものである。光ファイパーは光の点滅
によって0・1信号を大量に送る手段である。光
ファイパーの使用によって送信可能な情報量は飛
躍的に増大し，従来は I本のメタリックケーブル
で100人が通話できたのが，1万人の通話が可能と
なった。図の中にも示されているように，この実
験ではメタリックケーブルによるデジタル通話も
なされており，一般市民の住宅内にある機器はこ
の方式で通信がなされる。ただし，この場合には，
従来の電話回線に比べて容量を約2倍に増し，音
声と同時にファクシミ リ等も送受信できるように
なっている。
実験システムにおいて，市役所とその関連施設，
民間企業などを含むモニター宅に置かれている装
置は 8種類あるへそれらの名称を述べると，デジ
タル電話，デジタルファクシミリ，デジタルキャ
プテン，スケッチホン，テレビ電話，テレビ会議，
超高速ファクシミリ，画像応答サービス（VRS)
である。この他に，デジタル公衆電話も設置され
ている。これらの装置の中で聴覚障害者交信シス
テムとして設置されているのがスケッチホンであ
る。三鷹市のINS検討委員会の中には障害者交信
システム小委員会が設けられ，検討の結果，市役
所社会課の他2ヵ所の市の施設と聴覚障害者宅に
4台，手話通訳者宅に 1台置かれることになっ
たへこのスケッチホンを構成する機器はデジタ
ル電話機，市lj御装置，モニター装置，描画ノfッド，
ハードコピー装置，デジタル式フラッシュベルで
あり，使用法の習熟に時間を要することと，装置
を置くスペースがかなり必要なことが問題点とし
てあげ、られる。この2点の特徴は強さの度合は異
にするが他の装置にも共通する。三鷹市役所がこ
の他に行う実験は，デジタルキャプテンと VRS
を使用する行政情報等のサービス，主要行事等動
画サービス，およびデジタルファクシミリを使用
する住民票等の即時伝送サービスである。この他，
市議会中継などの映像サービス， INSを利用した
速記システムが検討されている。速記システムは
INSとワープロを結びつけて速記の反訳を行う
もので，議会議事録，会議録，講演会，座談会など
の分野で利用可能で、ある。このシステムは1984年
9月に公社からの提案を受けて市側での検討が開
始された。
以上のようなモデルで開始された実験の最初の
モニター数は150に設定され， 11月からは360に増
加された。1985年4月以降はさらに550件になる
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予定である。これに対してモニターの申込数は
2,568件に達したが，調整され，モニタ一候補者は
1,990となった。モニターの期間は半年で交代し，
順次候補者が各種装置を使用する。装置設置場所
別モニター数は，個人宅（64%），企業の事務所等
(29%），ショールーム等（7%）となっているが，
自分の勤め先企業から要請されてモニター申込を
している個人が多しモニタ一候補者の大半は企
業とみてよいだろう。企業モニターの業種の構成
は，銀行・保険・証券などの金融機関が顕著に多
し次いで小売業，新聞・放送・出版・広告業，
エレクトロニクス・家電メーカーとなっている。
今回のINS実験の特徴は，普及の時期がかなり
ずれると思われる各種の機器を，一度に使用して
行なわれている点にある。そして，実験が開始さ
れる早々に，いろいろな問題点が指摘された。実
験に参加している三鷹医師会の在宅診療の試み
は，テレビ電話の画質が低いため実際の使用に耐
えないことが明らかになったり，聴覚障害者の日
常会話手段である手話と，スケッチホンで使用す
る書きことは、とが質的に大きく異なるため，充分
に使いこなせないなどが技術的な課題として指摘
された。市役所が，実験開始後まもなくの時点で
まとめた今後の課題は次の 6項目にわたってい
る。
①国の統一的対応の必要性
②現行法制度や慣習の問題
③INS実験にかかわるコストの問題
④コンビューターの高度利用・情報の公開，プラ
イパシ一保護の法制化
⑤実験推進のための体制づくり
⑥学術的研究の必要性
これらの課題を大きくまとめるとすれは、，法律
上の整備 (1, 2, 4），コスト（ 3），体制づく
り（5, 6）となろう。 INS実験で使用されてい
るシステムが普及すれば，例えは、住民票や印鑑証
明書などの書類を在宅のまま入手することが可能
になるのだが，これを行うには現行の住民基本台
帳法の改正が必要で、ある。INS実験で使用きれて
いる各種の機器が一般家庭や企業に普及したとし
ても，情報の交換を可能にする条件が整のわない
限り不可能である。その条件の中で最も基本的な
ものが諸法律の改正である。また， INSのような
ニューメディアが出現し，情報流通が増大すると
モデルシステム実験の実施地域
~盃~
’武蔵野電気通信研究所
第 1図
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個人情報の集積がなされる可能性が高くなるの
で，個人のプライパシ一保護のための処置が必要
になって くる。三鷹市の2ヵ年間の実験費用は，
約1千万円程度と見込まれているが，これは電電
公社の全面的な支援があってのことであり，公社
でも具体的なコスト計算はほとんどできていない
状況にある。市側は実験終了後の対応の仕方を考
える上でもコスト計算ができていない点を憂慮し
ている。体制づくりの問題点としては，情報の新
しい提供形態を創造してゆくために必要な人材の
確保，育成をどのよ うにするかがあげられる。市
では1984年7月に情報化対策室が設けられた。ま
た，実験はニューメティア関連機器の技術的検討
を主眼として行なわれているが，この実験の社会
科学的研究は充分で、はなく，ニューメディア使用
にともなう人間的側面の分析もあわせて行なわれ
なければならない。これらの項目は，実験に参加
した一地方自治体の， しかも実験開始まもなくの
時点のものである。これ以外にも，機器の設置に
はかなりのスペースを必要とすることは今日の住
宅事情からすれば大きな制約条件となる，機器の
使用法がむつかしいものがある，個人で機器を購
入し，設置するには多額の費用がかかる，情報提
供能力は現状では不充分である，などの課題が考
えられよ う。 以上，現在行なわれている INS実験
の概要とそれに参加している自治体が指摘する間
題点とをみてきた。
電電公社の INS実験を構成する 2本柱の一方
はこれまで述べてきた自治体を中心として，地域
住民に行政情報等を提供する地域INSであり，他
方は企業内の情報交換の高度化を目ざす企業
INSである。この側面の実験は， 三鷹市内に本社
のある日本無線の参加を中心として行なわれてい
る。公社は実験終了後は，この 2つの高度情報シ
ステムの普及を計る戦略を有しているようである
が，この時期にこのような内容を持つ実験を行な
うのは，欧米諸国におけるデータ通信技術の向上
と実用化，企業化による日本進出に対抗するため
である。
川高度情報化の進展とその地域的展開
1 企業 ・自治体の高度情報化
前章で概観した INS実験の企画・実施と平行し
て，電電公社は，デジタル電話網の骨格となる光
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ファイパーの日本縦貫ルートを完成させ，高度情
報化へ向けてのイ ンフラストラクチュアの整備が
行なわれつつある。北海道から九州までのこのデ
ジタル伝送路の完成と通信衛星の打ち上げとに
よって電話網のデジタル化が進められる。これら
の諸整備の進行と相前後して，企業ばかりでなく
地方公共団体においても高度情報システムに対す
る関心が高まり，各種の研究会等が設置された。
1984年4月の時点で全国で152団体によって217研
究会が設置されている。団体の内わけは都道府県
が，茨城，栃木を除＜45団体， 10政令指定都市，
97市町村で大規模な公共団体ほど設置率が高いと
いえよう。設置時期はすべて1983年の後半期以降
で，研究会が発足してからそれほど時間がたって
いるわけではない。しかし， 1984年11月に開催さ
れた INS三鷹セミナーにはこれらの団体の多く
が参加し，新たな行政サービスの形態を模索する
意欲は認めうるであろう。
実際に情報流通のネットワーク化を形成し，高
度情報化をっき進めているのが企業である。電電
公社や国際電電も各々情報通信事業を行なってお
り，ことに前者は科学技術計算および販売在庫管
理などのサービスを提供し，民営化移行後の動向
が注目される。これらを除くと民間で情報通信事
業を行なっているのは171社（1983年12月現在）で，
資本金5億円以上の企業数は25社（14.7%）であ
るのに対し， 5千万円末満は72社（42.1%）という
構成を示している。従業員数でみると，300人未満
の中小企業の構成比は84.8%と高い比率を示し，
情報通信事業への新規参入は大企業のみに限られ
るものではないことは明白であるべこのほか
1983年の公衆電気通信法の改正にともなって中小
企業者を対象とする付加価値通信サービス（中小
企業VAN）が届出制により可能となり， 1983年度
末で21社27システムが届出ている。業種は流通，
運輸関係が約70%を占めている九
企業の高度情報化にともなって，経営上の中核
的部分である中枢管理機能の立地する地点は，情
報流の中心としての役割がますます増大し，情報
サービス業の成立と拡大をみるようになる。中枢
管理機能の集積・集中は 3大都市圏に著しくかた
よっており，しかも大企業になるほど、東京への集
中が目立つ。情報処理に関する需要がこうして増
大して くると情報サービス業がひとつの産業とし
て成長してくる。例えは、，東京都の1962年から1981
年までの情報サービス業の増加率は約3.4倍に達
しており，需要の急激な拡大を推測させる。 1982
年の大阪府での調査によれば，情報サービス業の
需要先の24.9%は第2次産業で，金融 ・保険 ・ガ
ス・電気・水道業19.4%，卸・小売業18.7%となっ
ているがベ金融業の中枢管理機能の集積・集中が
著しい東京ではこの構成はかなりかわってくるも
のと恩われる。
3大都市圏に次いで情報関連産業が立地するの
は札幌，仙台，広島，福岡などの地方中核都市で
あり，ついで、各府県庁所在都市の順となる。しか
し，これらの都市では需要規模が大都市圏に比べ
ると格段に小さし情報産業の立地可能性は低下
する。これは情報産業ばかりでなく ，サービス業
全般にいえることであるが，その立地は地域の需
要規模によって決定される 9）。需要の規模は人口
数で代替できるであろうから，ある地域に立地し
うるサービス業の量と質は，その地域の人口規模
に規定されると考えられる。このことは，わが国
全体における高度情報化の問題を考えるうえで極
めて重要な点である。電気や水道事業が公的セク
ターによって行なわれてきたのは，需要が少なく
民間企業によってはサービスを提供しえない地域
においても，それらを提供する必要があるという
側面も有している。しかし，電電公社の民営化後
は，他の民間資本との競争関係のなかに置カ通れる
わけで，新たな情報通信サービス体系の供給の質
および量は，需要の規模と，他の民間資本との競
合状態とによって規定されざるを得なくなってく
る。
2 国民生活の高度情報化
上記のように，電電公社の民営化移行後の新規
サービスの供給計画は流動的な側面を持っている
のであるが，計画を概観すると全国の一定規模以
上の都市については電話網のデジタル化，ファク
シミ リ・ データ通信網の整備を行う予定であり，
その他の地域は需要に応じて供給するとなってい
て，小都市や町村部へのサービス供給は明確にさ
れていない。具体的計画は，まず電話網のデジタ
ル化が，すでに完成した光ファイパ一日本縦貫
ルー トを骨格にして，県庁所在地級都市聞につい
て1990年頃までになされる計画である。次の段階
では人口10万以上の都市聞のデジタル化も予定さ
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れてはいるが，需要に応じてというただし書きが
ついている。データ通信網に関しては，1980年代
の後半期中にファクシミ リ通信網は概ね人口 7万
以上の都市，回線交換のデータ網は12万以上，パ
ケット交換のデータ網は 5万以上の都市にサービ
ス供給がなされる予定である。さらに，これと並
行して，同時期中に 3大都市圏でのビデオテック
ス通信網が整備され， 1990年代の後半にこれらの
データ通信網との統合が完成するとのシナリオが
計画には示されている。この計画が予定通り完成
するかどうかは，IBMと三菱商事を中心とする
ASTグループ，アメリカ電電会社（ATT）と三井
物産，イトー ヨーカ堂，朝日新聞社のグルーフ。と
の競争がどのように展開するかによっているけれ
ども，これらとの競争に勝つことができたとして
も，需要規模の小ささのゆえに， 小都市や町村部
への諸サービスの供給はあやふ、まれる。
高度情報化社会の実現のためには，以上のよう
なインフラの整備に加えて，情報交換のための機
器の普及と交換されるデータの充実とがなされな
ければ、からないが，これらをまず需要するのは企
業であって，一般家庭への普及はそれにかなり遅
れて後追いすることになろう。というのは企業に
は競争に勝ち残って行くためには経営の合理化，
近代化をおし進めなければならないという強い動
機が在存しているのだが，一般家庭にはそのよう
な動機は存在しないからである。動機が形成され
るとしたら，高度経済成長期に家庭用電気器具が
普及して行〈過程でいわれたような，デモンスト
レーション効果がかなり重要な役割を果すかもし
れない。デモ効果を実効あるものにするためには
高度情報化機器を製造するメーカーや流通部門の
宣伝が大きな役割を果す。家庭の高度情報化の主
要な装置はわが国で、も実用化が開始されたビデオ
テックスである。そしてサービス内容で有望視さ
れているのは代金引き落しゃ残高照会を行うホー
ムバンキングであり，ホームショ ッピングの実現
は容易ではない。というのは後者の実現のために
は，商品の調達と配置それから返品などの物流シ
ステムの整備をともなわねばならないからであ
る。すでにイギリスのノ〈ーミンガムではこのホー
ムショッピングを生鮮品も含めて行っている企業
（地方紙の別部門）があるが，その規模は小さ
い 10）。その他，乗車券，航空券の予約や，前章てや
みた行政情報の提供などもサービスに加えられる
だろう。このビデオテックスを始めとする各種機
器の価格はかなり高価であり，機能の改良も電子
技術の進歩の早さとあいまって次々に行なわれる
と予想される。このことから，それらの機器を貸
すレンタルサービス業が拡大すると予想しうる。
物品賃貸業は大都市圏を中心に近年拡大してきた
のであるが，高価格多機能の高度情報化機器がレ
ンタルによって一般家庭に入るという可能性は大
都市圏では充分ありうるだろう。
また，地域別の人口構造の面からみても，まず
大都市圏で機器の普及が進むと思われる。という
のは，大都市圏では，小都市や町村部に比べて，
若年人口の比率が高しその人口規模も圧倒的に
多い。これらの年齢階層では新製品の受容が迅速
に行なわれ，生活の一部として高度情報化機器を
取り込む可能性は他の年齢階層よりも確実に高い
といえる。それに対して，町村部では若年人口比
は低〈，高齢人口比率が高い。この年齢階層にも，
例えば在宅診療や健康，福祉関連など若年層とは
質的に異なった情報化に対する欲求は存在してお
り，その緊急度は若年層よりもむしろ高いものが
あるが，機器の受容という点に関しては若年層が
先行する。
以上のように考えてくると，高度情報化社会が，
将来実現するとしても，それはわが国全地域を包
含するのではなし大都市圏を中心とする一部地
域に限定されたものである可能性がある。これを
言い変えるならは＼高度情報化社会を形成する媒
体である情報産業は大都市圏を中心に企業活動を
行ない，順次地方中核都市，県庁所在都市クラス
の都市などに進出する可能性はあっても，町村部
にまで進出することは当面考えられないというこ
とである。その理由はすで、に述べたように需要規
模の小さきである。近年，拡大の顕著な情報サー
ビス業は計算業務などの対事業所サービス業で，
東京や大阪に立地する企業を対象にしているが，
国民生活の高度情報化を推進する大企業とそのグ
ループの主たる活動の場もまた大都市圏である。
IV まとめ
第I章および第II章での検討から，高度情報化
社会の実現のためには，ハード，ソフトの両面に
わたって解決しなければならない課題が山積して
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いることと，もしそれらが解決したとしても，そ
の実現は大都市恩を中心とする都市地域において
であって，町村部への普及は当面計画きえきれて
いないことが分った。行政主導型の地域INSの実
現には，法律等の諸制度の整備などの国の統一的
対応が不可欠であるし，光ファイパーなどのイ ン
フラ整備のコストを誰がどのように負担するのか
も明確になっていない。また機器の使用しやすさ
という点の改良も必要で・あると問時に，その小型
化にも努めなければ，大都市圏の住宅事情には適
合しない。高度情報化への欲求は一般家庭よりも
企業が強〈持っており，各家庭への機器の普及は
それを後追いする形になるであろう。
情報ネットワーク化の進展は都市部においてな
されるのであるから，情報流通の地域間格差は都
市 農村という対立概念でとらえると現状よりも
むしろ拡大する可能性は充分存在している。そし
て，情報の発信源であり集積地である大都市圏，
それも東京大都市圏の情報流通の拠点性が増大し
て，これまで形成されてきた東京を中心とする都
市体系がより強固なものになるように思われるの
である。（85年3月稿）
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